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2020教採スタートガイドブック
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地方自治体の教育委員会がそれぞれで行っている教員採用試験（教採）とは，いったいどのような試験
なのだろうか。まずは文部科学省が発表しているデータにもとづいて，そのアウトラインを見てみよう。

教採データ ～教員採用試験は今，どうなっているのか？～

文／編集部

受験者数最高値は1979（昭和54）年
度 の25万7842人！　 この 年 は 第２次
石油ショックが起き，また初の国公立大
学共通一次試験（後のセンター試験）が
実施された年でもあった。

■ 受験者数・採用者数・競争倍率の推移
（文部科学省「平成30年度公立学校教員採用選考試験の実施状況について」より）

教採の“いま”と“これから”を知っておく

　戦後以来，時代の流れとともに，教採の受験者数

や採用者数，競争倍率も常に変動してきた。『教員

需要推計と教員養成の展望』（教職課程新書，2015

年）を著した山崎博敏・広島大学教授によれば，戦

後70年の間にベビーブームなどの理由により，教

員の大量採用期と需要低迷期を約17年6か月の間隔

で繰り返してきたのだという。

　そして現在，ベテラン世代の大量退職に伴い，３

度目の大量採用時代が到来しつつある。1979（昭

和54）年の約26万人という受験者数や，2000（平

成12）年の競争倍率13.3倍に比べれば，現在は受

験者数は約15万人，競争倍率は4.2倍（いずれも
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2019（令和元）年度は受験者数が
148,465人 で，前 年 度 に 比 較 して
12,202人の減少。採用者総数は3万
4,952人で，前年度比1,966人の増加。

競争倍率最高値を記録した平成12
（2000）年度は，シドニーオリンピック
開催年。バブル崩壊の余波が尾を引いて
おり，民間就職でも厳しい「就職氷河期」
だった。

受験者数
採用者数
競争倍率

2018年の数値）で，下のグラフを見ればおわかり

のように，“ほどほどのライン”にだいぶ落ち着いて

いるともいえなくもない。

　かなり大まかにではあるが，教採の “いま” に至

るまでを分析した。さてでは，競争率4.2倍という

いまの現実をどう捉えるべきだろうか。公立小学校

の倍率に限って言えば2.8倍と，過去最低となった

ことがメディアでも大きく報じられた通りだ。

　ここで思い違いをしないようにしたい。倍率が低

いことは，必ずしも難易度が低いこととイコールで

はないということである。言うまでもなく各自治体

は，教員の質の維持について相当の危機感を持って

いる。どんなに倍率が低く教員の人材確保に努めて

いる自治体であろうと，むしろ人材確保に熱心な自

治体であればあるほど，筆記試験，論作文・面接

と，採用試験の過程で求める教員の資質が望めない

と判断されれば，すぐに不合格とされるだろう。

　競争倍率や受験者数含め，教採のデータは，傾向

を知るという意味でもちろん大切だが，それ以上で

も以下でもない。最終的に問われるのは，教師を志

すあなたが，よき教員と成長するであろう資質を持

っているか，人間力を持っているか，なのだから。

　必要以上に焦ることはない。あなたの中に眠るそ

れらの資質，あなただけの魅力を探り当て，育むた

めに，本特集とともに対策を始めよう。
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教員の定義・資格教育法規

♦教育法規

ポイント

■教育公務員・教員・教育職員・教職員

「教育公務員」（特例法2条）
公立学校の学長，校長（園長），教員及び部局長，
教育委員会の専門的教育職員

「教員」（特例法2条）

公立学校の教授，准教授，助教，副校長（副園
長），教頭，主幹教諭（幼保連携型認定こども園
の主幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。），指
導教諭，教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，
栄養教諭，主幹保育教諭，指導保育教諭，保育
教諭，助保育教諭及び講師。

「教育職員」（免許法2条）

幼稚園・小学校・中学校・義務教育学校・高等
学校・中等教育学校，特別支援学校，幼保連携
型認定こども園の主幹教諭，指導教諭，教諭，
助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養教諭，主
幹保育教諭，指導保育教諭，保育教諭，助保育
教諭及び講師

「教職員」（標準法2条）
校長，副校長及び教頭，主幹教諭，指導教諭，
教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭，
講師，寄宿舎指導員，学校栄養職員，事務職員

1　教員の定義
〈特例法2条〉
　この法律において「教育公務員」とは，地方公務員のうち，学校（学校
教育法 （昭和22年法律第26号）第1条に規定する学校及び就学前の子ど
もに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律 （平成18年
法律第77号）第2条第7項 に規定する幼保連携型認定こども園（以下「幼
保連携型認定こども園」という。）をいう。以下同じ。）であつて地方公共
団体が設置するもの（以下「公立学校」という。）の学長，校長（園長を含
む。以下同じ。），教員及び部局長並びに教育委員会の専門的教育職員を
いう。

2 　この法律において「教員」とは，公立学校の教授，准教授，助教，副
校長（副園長を含む。以下同じ。），教頭，主幹教諭（幼保連携型認定こ
ども園の主幹養護教諭及び主幹栄養教諭を含む。以下同じ。），指導教諭，
教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養教諭，主幹保育教諭，指
導保育教諭，保育教諭，助保育教諭及び講師（常時勤務の者及び地方公
務員法 （昭和25年法律第261号）第28条の5第1項に規定する短時間勤
務の職を占める者に限る。第23条第2項を除き，以下同じ。）をいう。

3 　この法律で「部局長」とは，大学（公立学校であるものに限る。第26
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教員の定義・資格♦

条第1項を除き，以下同じ。）の副学長，学部長その他政令で指定する部
局の長をいう。

4 　この法律で「評議会」とは，大学に置かれる会議であつて当該大学を
設置する地方公共団体の定めるところにより学長，学部長その他の者で
構成するものをいう。

5 　この法律で「専門的教育職員」とは，指導主事及び社会教育主事をいう。

〈免許法2条①〉
　この法律において「教育職員」とは，学校（学校教育法 （昭和22年法
律第26号）第1条 に規定する幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，
高等学校，中等教育学校及び特別支援学校（第3項において「第一条学校」
という。）並びに就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の
推進に関する法律 （平成18年法律第77号）第2条第7項に規定する幼保
連携型認定こども園（以下「幼保連携型認定こども園」という。）をいう。
以下同じ。）の主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護教諭及び主
幹栄養教諭を含む。以下同じ。），指導教諭，教諭，助教諭，養護教諭，
養護助教諭，栄養教諭，主幹保育教諭，指導保育教諭，保育教諭，助
保育教諭及び講師（以下「教員」という。）をいう。

〈標準法2条③〉
　この法律において「教職員」とは，校長，副校長及び教頭（中等教育
学校の前期課程にあつては，当該課程の属する中等教育学校の校長，副
校長及び教頭とし，特別支援学校の小学部又は中学部にあつては，当該
部の属する特別支援学校の校長，副校長及び教頭とする。），主幹教諭，
指導教諭，教諭，養護教諭，栄養教諭，助教諭，養護助教諭，講師，
寄宿舎指導員，学校栄養職員（学校給食法（昭和29年法律第160号）第
7条に規定する職員のうち栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭並
びに栄養教諭以外の者をいう。以下同じ。）並びに事務職員（それぞれ常
勤の者に限る。第17条を除き，以下同じ。）をいう。

2　資格
（1）校長・教員の欠格事由
〈学校法9条〉
　次の各号のいずれかに該当する者は，校長又は教員となることができない。
一　成年被後見人又は被保佐人
二　禁錮以上の刑に処せられた者
三　教育職員免許法第10条第1項第2号又は第3号に該当することによ
り免許状がその効力を失い，当該失効の日から3年を経過しない者

四　教育職員免許法第11条第1項から第3項までの規定により免許状取
上げの処分を受け，3年を経過しない者

五　日本国憲法施行の日以後において，日本国憲法又はその下に成立し
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